
 日清製粉グループ本社の大枝でございます。本日は、日清製粉グループ 
２０１６年３月期 第２四半期決算説明会に、多数の皆様のご出席を賜りまして、
誠にありがとうございます。 







 最初にＴＰＰについてご説明いたします。 

 皆さまご承知のように今年の１０月にＴＰＰ交渉が大筋合意に至りました。 
今後は、各国が署名し、議会で批准したのち、発効という流れで進んでいく 
ものと思われます。 



 続きまして、ＴＰＰに関する事実関係や当社への影響について少しご説明
申し上げます。 

 上表の通り、関税を撤廃する品目数は全品目で９５．１％ですが、農林水産
物については、８１．０％、重要５品目については２９．７％、麦については  
２３．９％となり、麦に関しては約４分の１の関税が撤廃されます。逆に言えば、
残り４分の３については、枠を設けて枠内の税率をゼロにする、あるいは、関
税は削減するがゼロにはならないということです。 

 小麦製品や当社への影響については、まだ具体的な内容が十分にわかっ
ていないため、明確には説明できませんが、今回は一定の制約の中で関税
が下がっているものが大半を占めておりますので、当然ながら製粉業界には
経営への影響はありますが、少なくとも小麦製品全ての関税が撤廃される 
場合と比較すると、ある程度は限定的であろうと考えています。 



 小麦については、国家貿易制度が維持されることになりました。現在、製粉
会社は国内に８０数社あり、仮に国家貿易が廃止され、完全自由化になった
とすると、一気に製粉会社は数社程度に集約されることになると想定しており
ましたが、今回のＴＰＰ交渉においては国家貿易が維持されましたので、その
ようなことはなくなりました。ただ、ＳＢＳ方式による輸入枠が拡大していくこと
等により一定の影響が出てくると見ており、製粉業界の再編も一定のスピード
で進んでいくだろうと思っています。 

 国家貿易は維持されましたが、小麦のマークアップは９年間で４５％削減さ
れ、約半分になります。現在、マークアップは約１７円／㎏ですが、ＴＰＰ発効
から９年後には８円／㎏程度削減されて９円／㎏程度にまで圧縮されます。
仮に小麦相場、為替相場等が一定であれば、マークアップが下がる分は  
基本的に小麦価格が下がるということになります。 

 現在、日本が小麦を購入している価格は、約３５円／㎏ですが、製粉会社
は、ここにマークアップ約１７円／㎏を加えた価格で購入しておりますので、
国際相場の１．５倍の価格で小麦を購入していることになります。これが、  
ＴＰＰ発効９年後には小麦価格約３５円／㎏に対し、約９円／㎏のマークアッ
プで購入できることになり、国際相場の１．２倍～１．３倍の価格で購入できる
ことになります。当社をはじめとする日本の製粉会社にとっては国際競争力
が強化され、海外の製粉会社、海外からの輸入品に対して競争力がつくと 
理解しています。 



 小麦製品については、一部、関税が撤廃されるものもありますが、小麦粉・
小麦粉調製品は、枠を設け枠内税率をゼロにする形がとられます。 

 マカロニ・スパゲティについては、関税はゼロにはなりませんが９年で６０％
削減、ビスケットについては６年で無税になります。 

 このように、小麦製品は、枠を設け枠内税率を撤廃する、関税を一部削減
する、関税を撤廃するという３種類のパターンで関税が削減されます。 



 ＴＰＰ交渉に対する当社グループの基本的な考え方は、こちらに記載の通り
です。ＴＰＰ発効に伴い、海外の製粉会社、及び海外からの輸入品の参入障
壁が段階的に下がることになりますので、当社グループとしましては、１つ目
はコスト競争力の強化をさらにスピードを上げて実行していくこと、それから 
２つ目としましては、引き続き安全で安心な小麦粉製品を安定的に供給して
いくという当社の使命をしっかり果たしていきたいと思っています。 





 小麦相場の状況についてご説明します。小麦・コーン・大豆ともに２０１４年、
２０１５年と２年連続で世界的に大豊作となりました。その結果、潤沢な在庫を
背景に価格は全て軟調に推移しています。 

  ２０１２年には過去最高レベルまで高騰しておりましたが、その後２年続けて

豊作基調が続き価格は下がってきており、直近では、１ブッシェル当たり小麦
が５ドル、コーンが４ドル、大豆が９ドルという水準です。 

 小麦・コーン・大豆相場は約２０年前に米国の天候不順等を背景に値上がり
して以降、比較的高い価格で推移してきましたが、今年に入ってからは２０年
前に戻ったような水準です。２０年前に値上がりする以前は、それほど価格に
大きな変動はなく、当時は小麦が５ドル、コーンが３ドル、大豆が７ドルと言わ
れ、それが一つの指標になっていました。現在の相場水準につきましては、 
２０年前のベースに近いところまで下がってきているとみています。 

 しかし、中長期的には新興国の人口増加に伴い穀物の需要は増えていくも
のとみています。需要が増加するにつれて生産量も増加するとは思いますが、
毎年世界的に豊作が続くわけではないので、長期的には基調として穀物  
相場は右肩上がりで進むのではないかと考えています。 



 １０月からの輸入小麦の政府売渡価格については、為替は円安で推移しま
したが、それ以上に小麦相場が下落した影響が大きく、 ５．７％引き下げられ

ました。これを受け、日清製粉は来年の１月から約３年ぶりとなる小麦粉価格
の引き下げを行います。 

 





 続きまして、今年度から新たにスタートした新経営計画「ＮＮＩ－１２０ Ⅱ」に
ついて、ご説明します。 

 「ＮＮＩ－１２０ Ⅱ」の骨子は、ボトムライン重視、事業ポートフォリオの最適化、

株主還元の一層の積極化です。２０２０年度の業績目標数値を定め、売上高
７，５００億円、 営業利益３００億円、ＥＰＳ８０円としております。 



 基本戦略について申し上げますと、（１）の下に３点ありますが、１つ目は、 
製粉、加工食品という当社グループのコア事業について収益基盤をしっかりと
再構築していくということです。 

 ２つ目としましては、成長分野である中食・惣菜事業、冷凍食品事業を、  
人・金を投入して、しっかりと伸ばしていくということ、 

 ３つ目は、一方で収益性・成長性が見込めなくなった事業は速やかに再編を
進め、当社としてポートフォリオを最適化していくということです。 



 株主還元の積極化としましては、配当性向の基準を３０％以上から４０％以上
に引き上げ、自己株式の取得も機動的に実行していきたいと考えています。 



 こちらが配当金の推移となります。２０１３年度と２０１４年度に株式分割を  
実施し、加えて２０１４年度は１株当たり配当金を２０円から２２円に引き上げま
した。今年度は更に２円加えて１株当たり配当金を２４円としており、その結果、
配当性向は４１．８％になる見込みです。 





 中期経営計画の進捗と具体的成果についてご説明します。 

 中期経営計画がバージョンⅡとしてスタートし半年がたちました。この中間決
算を含めて滑り出しはまずまずでしたが、これからが当社グループの本当の力
が試される時であり、気を引き締めて下期以降しっかりと取り組んでいきたいと
思っています。 

 



 具体的成果を少しご紹介したいと思います。 

 昨年２月に福岡新工場が稼働し、今年５月には愛知県の知多工場新ライン
が稼働しました。これで国内の製粉工場は、関東・中部・関西・九州の主要消
費地で臨海大型工場への生産集約がほぼ完了しました。 

 ＴＰＰ交渉の結果も踏まえ、海外との競争に勝ち抜ける体制がほぼ整ったと
考えています。 



 海外につきましては、先日カナダの製粉会社であるロジャーズ・フーズ Ｌｔｄ．

のチリワック工場に２０１７年秋の稼働予定で１ラインを増設することを発表し
ました。海外事業の拡大を着実に進めていきたいと思っています。 



 製粉事業の海外売上高の推移です。 

 ２０１１年度の為替レートを用いて２０１２年度から２０１５年度の海外売上高
を円換算した実質的な伸び率を見ますと、製粉事業の海外売上高は、この 
４年間で約６．６倍に拡大し、金額でも１０００億円近いところまで拡大してきま
した。海外売上高比率は、４年前は５．８％でしたが２０１５年度の見通しでは
３５．６％となり、３分の１を超える水準にまで高まってきました。 



 続きまして、加工食品事業についてご説明します。 

 加工食品事業は高付加価値商品の拡充に取り組んでいます。日清クッキ
ングフラワー、早ゆでスパゲティ、青の洞窟等は、いずれも高付加価値商品
として、消費者の皆様から高い評価をいただいています。 



 加工食品事業の海外展開についてですが、トルコにパスタの新工場、ベト
ナムにパスタソースの新工場を建設し、また、タイではタイ日清テクノミックの
プレミックス工場の生産能力を増強しています。 



 次は、加工食品事業の成長戦略ですが、冷凍食品事業、中食・惣菜事業
は当社グループの成長分野と位置付けており、この先も積極的に伸ばしてい
きたいと思っています。 



 日清ファルマは、米国のアマリン社が販売している高脂血症治療薬     
「Ｖａｓｃｅｐａ」の原薬であるＥＰＡ－Ｅを供給しておりますが、「Ｖａｓｃｅｐａ」の  
売上が順調に推移しており、今後も期待できると考えています。 

 

 



 こちらは、２０１２年から３年半にわたり、当社グループが行ってきた戦略投
資の内容と金額であります。 

 合計すると約８００億円となり、ミラー・ミリング社の２度の買収（約３５０億円）
を含め、海外に約６割を投資してきました。 











 最後にコーポレートガバナンスの基本方針についてです。 

 先日、コーポレートガバナンスに関する基本方針を策定し公表しました。 
内容については記載の通りでありますが、引き続き適切に取り組んでまいり 
ます。 

 



  


